
市の財政状況を市民の皆さんにより詳しくお知らせするため、総務省
が示した統一的な基準に基づく財務書類４表（純資産変動計算書、行政
コスト計算書、貸借対照表、資金収支計算書）を公表します。これは、
一般会計や特別会計、市が一定割合以上を出資している関係法人などを
対象とした連結財務書類です。

財政課
995-1801

※市民 1人当たり／平成 28年 3月 31日時点の市の人口から算出（52,824 人）
※端数処理の関係で合計が一致しない場合があります。

裾野市土地開発公社
静岡県芦湖水利組合
裾野、長泉清掃施設組合
富士山南東消防組合
裾野市振興公社
駿豆学園管理組合
静岡県後期高齢者医療連合
静岡県地方税滞納整理機構
静岡県市町総合事務組合

国民健康保険特別会計
後期高齢者医療事業特別会計
介護保険特別会計
十里木高原簡易水道特別会計
下水道事業特別会計
水道事業会計

一般会計
土地取得特別会計
墓地事業特別会計

連結グループ

市全体

普通会計

純資産変動計算書（NW）

項　目 普通会計 連結会計 市民１人当たり

平成26年度末純資産残高 645億円�（633億円）756億円�（739億円）      143万円�（139万3千円）

純行政コスト △164億円
（△155億円）

△282億円
（△265億円）

△53万3千円
（△49万9千円）

財源 171億円
（168億円）

294億円
（281億円）

55万7千円
（52万9千円）

・税収など 130億円
（133億円）

212億円
（206億円）

40万1千円
（38万８千円）

・国県などの補助金   41億円� （35億円）  83億円� （75億円）  15万6千円�（14万1千円）

平成27年度差額     7億円� （12億円）  12億円� （16億円）    2万3千円� （3万円）

平成27年度純資産変動額     7億円� （12億円）  12億円� （16億円）    2万3千円� （3万円）

期末純資産残高 652億円�（645億円）768億円�（756億円）145万4千円�（142万3千円）

平成27年度純資産増減額
普通会計

645億円 ⇒652億円
期首純資産残高
⇒期末純資産残高

7億円の増加
連結会計

756億円 ⇒768億円
期首純資産残高
⇒期末純資産残高

12億円の増加

（ ）

（ ）

純資産変動計算書の中で使われている主な用語
純資産変動計算書の用語 解　　説
期首純資産残高 前年度末の純資産の額。対して期末純資産残高は当年度末の純資産の額。期首残高から期末

残高を差し引いた額が当該年度の増減額になる。
純行政コスト 経常行政コストの総額から、受益者負担金などの経常収益を差し引いた額。行政コスト計算

書によって算定される。

Net Worth statement

　市の純資産（資産から負債を差し引いた額）が、平成 27 年度中にどのように増減したのかを明らかにします。

（　）内は平成 26 年度決算数値

平成 27 年度 財務書類を公表します
新地方公会計制度に基づく統一的な基準で作成
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企業会計では損益計算書といわれているものです。
利益の追求を目的とする企業とは違い、営利を目的と
しない市の行政サービスの提供にどれだけの費用 ( コ

スト ) がかかったか、その内容の分析を行うことを目
的としています。

行政コスト計算書（PL）

行政コスト計算書の中で使われている主な用語
行政コスト計算書の用語 解　　説
経常費用 毎会計年度、経常的に発生する費用
業務費用 職員給与などの人件費や委託料、旅費などの費用
移転費用 補助金や社会保障給付などにかかる費用
経常収益 毎会計年度、経常的に発生する収益
使用料 市の施設を利用した際に徴収する金額の調定額
手数料 戸籍や住民票、税務証明の発行などで徴収する金額の調定額
経常行政コスト 経常行政コストの総額から、経常収益（使用料・手数料、寄付金など）を差し引いた額
社会保障給付 児童手当の給付、高齢者や障がい者への援護措置、生活保護などの福祉的な経費

経常費用（A)
項目 普通会計 連結会計 市民１人当たり

1．業務費用 104億円　（98億円） 128億円　（120億円） 24万2千円　（22万6千円）
・人件費 35億円　（31億円） 38億円　 （34億円） 7万2千円　 （6万5千円）
・物件費 66億円　（63億円） 82億円　 （78億円） 15万6千円　（14万７千円）
・その他 3億円　 （3億円） 8億円　　（8億円） 1万4千円　 （1万5千円）
２．移転費用 75億円　（64億円） 184億円　（166億円） 34万8千円　（31万2千円）
・補助金など 18億円　（20億円） 141億円　（134億円） 26万7千円　（25万2千円）
・社会保障給付 36億円　（28億円） 36億円　 （28億円） 6万8千円　 （5万2千円）
・他会計への繰出金 14億円　（13億円） − −
・その他 7億円　 （4億円） 7億円　　（4億円） 1万4千円　　　（8千円）

経常行政コスト合計 179億円 （162億円） 312億円　（286億円） 59万円　（53万8千円）

経常収益（B）

項目 普通会計 連結会計 市民 
１人当たり

１．使用料・手数料 10億円（2億円） 20億円（13億円） 3万7千円（2万5千円）
２．その他 5億円（5億円） 10億円 （8億円） 2万円（1万5千円）

経常収益合計 15億円（7億円） 30億円（21億円） 5万7千円（3万9千円）

純経常行政コスト (Ａ−Ｂ）

普通会計 連結会計 市民 
１人当たり

164億円
（155億円）

282億円
（265億円）

53万3千円
（49万9千円）

Profit and Loss statement

（　）内は平成 26 年度決算数値
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貸借対照表（BS）

市がどれほどの資産を所有し、債務を負っているか
のバランスを明らかにしています。市の資産と、その

資産をどのような財源（負債や純資産）で賄ってきた
かが分かります。

借方
（資金を何に使ったのか）

資産の部
（これまで積み上げてきた資産）

項目 普通会計 連結会計 市民１人当たり

固定資産 813億円
（798億円）

1,011億円
（993億円）

191万4千円
（187万1千円）

１．有形固定資産 769億円
（754億円）

960億円
（944億円）

181万7千円
（177万8千円）

２．無形固定資産 1億円
（1億円）

1億円
（1億円）

2千円
（1千円）

３．投資その他の資産 43億円
（43億円）

50億円
（49億円）

9万5千円
（9万2千円）

流動資産 72億円
（74億円）

103億円
（108億円）

19万5千円
（20万3千円）

１．現金預金 12億円
（10億円）

37億円
（35億円）

7万円
（6万7千円）

２．未収金 1億円
（1億円）

2億円
（2億円）

5千円
（5千円）

3．基金 57億円
（61億円）

57億円
（62億円）

10万8千円
（11万6千円）

4．棚卸資産 2億円
（2億円）

6億円
（8億円）

1万2千円
（1万6千円）

資産合計 885億円
（872億円）

1,114億円
（1,101億円）

210万9千円
（207万４千円）

貸方
（資金をどこから調達してきたのか）

負債の部
（これからの世代が負担する金額）

項目 普通会計 連結会計 市民１人当たり

固定負債 215億円
（210億円）

319億円
（319億円）

60万3千円
（60万1千円）

１．地方債 186億円
（181億円）

259億円
（258億円）

49万1千円
（48万6千円）

２．退職手当引当金 28億円
（28億円）

28億円
（28億円）

5万3千円
（5万３千円）

３．その他 1億円
（1億円）

31億円
（33億円）

5万9千円
（6万2千円）

流動負債 18億円
（17億円）

27億円
（27億円）

5万2千円
（5万円）

１．一年以内償還
　　予定地方債

16億円
（15億円）

24億円
（19億円）

4万6千円
（3万7千円）

２．賞与などの
　　引当金

2億円
（2億円）

2億円
（2億円）

4千円
（4千円）

3．その他 − 1億円
（5億円）

1千円
（9千円）

負債合計 233億円
（227億円）

346億円
（346億円）

65万5千円
（65万1千円）

純資産の部
（これまでの世代が負担した金額)

項目 普通会計 連結会計 市民１人当たり

純資産合計 652億円
（645億円）

768億円
（756億円）

145万4千円
（142万3千円）

負債と純資産合計 885億円
（872億円）

1,114億円
（1,101億円）

210万9千円
（207万４千円）

貸借対照表の中で使われている主な用語
貸借対照表の用語 解　　説

固定資産 市が所有する資産のうち、長期間にわたって行政サービスの提供に用いられる資産
有形固定資産 公共資産のうち、土地や建物などの不動産で、保有が長期に及ぶもの
無形固定資産 公共資産のうち、ソフトウェアや電話加入権など
投資その他の資産 市が保有する有価証券、公営企業・関係団体への出資金や基金など
流動資産 原則として１年以内に現金化される資産
固定負債 返済期限が１年を超える債務
地方債 地方公共団体が資金調達のために負担する債務で、その返済が１会計年度を越えて行われるもの
退職手当引当金 全職員が年度末に普通退職したと仮定した場合に必要な退職手当の見込額
流動負債 返済期限が１年以内の債務

Balance Sheet

（　）内は平成 26 年度決算数値
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資金収支計算書（CF）

　キャッシュフローといわれるもので、「キャッシュ 
＝お金」の「フロー＝流れ」を表わしています。市の
収支をその性質に応じて、業務活動収支、投資活動収

現行の予算・決算は、現金収支を議会
の民主的統制下におくことで、予算の適
正・確実な執行を図るという観点から「現
金主義会計」を採用しています。しかし、
現金支出を伴わないコスト（減価償却な
ど）やストック情報（資産・負債）は把
握することができません。

統一的な基準に基づく財務書類は、こ
れらの情報を把握するため「発生主義会
計」を取り入れたもので、「現金主義会計」
を補完するために整備するものです。

支、財務活動収支に区分して表示し、市のどのような
活動に資金が必要なのかを知ることができます。

区　分 普通会計 連結会計 市民１人当たり

1．業務活動収支 17億円
（21億円）

27億円
（30億円）

5万1千円
（5万8千円）

・業務支出 158億円
（144億円）

281億円
（260億円）

53万1千円
（49万円）

・業務収入 168億円
（161億円）

301億円
（287億円）

57万1千円
（54万円）

・臨時収入 6億円
（4億円）

6億円
（4億円）

1万2千円
（8千円）

2．投資活動収支 △21億円
（△20億円）

△29億円
（△25億円）

△5万4千円
（△4万７千円）

・投資活動支出 52億円
（45億円）

60億円
（51億円）

11万4千円
（9万7千円）

・投資活動収入 31億円
（25億円）

31億円
（26億円）

5万9千円
（4万9千円）

３．財務活動収支 6億円
（−）

3億円
（△2億円）

5千円
（△4千円）

・財務活動支出 15億円
（17億円）

26億円
（25億円）

4万9千円
（4万７千円）

・財務活動収入 21億円
（17億円）

28億円
（23億円）

5万4千円
（4万3千円）

平成27年度資金収支額 2億円
（1億円）

1億円
（3億円）

2千円
（6千円）

平成26年度末資金残高 9億円
（8億円）

35億円
（32億円）

6万6千円
（6万円）

平成27年度末資金残高 11億円
（9億円）

36億円
（35億円）

6万9千円
（6万6千円）

資金収支計算書の中で使われている主な用語
資金収支計算書の用語 解　　説
業務活動収支 経常的な行政活動の収支で、投資・財務的収支には含まれないもの

支出（人件費、物件費、補助金、社会保障給付など）
収入（税収、使用料手数料など）

投資活動収支 公共資産の整備にかかる収支
支出（公共施設などの整備費、基金積立金など）
収入（基金取崩収入、貸付金元金回収収入など）

財務活動収支 地方債の元利償還、発行額の収支など

Cash Flow statement
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